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令和５年５月２２日 

 

小田原市公共建築工事積算基準 
 
 

1 適用 

小田原市公共建築工事積算基準（以下「本基準」という。）は、小田原市建設部建築課が設計する公共

建築工事（別途指定のものを除く。）の積算に適用する。 

なお、本基準に定めのないものは、下記の基準等を準用する。 

① 公共建築工事積算基準 …平成２８年１２月２０日付 

② 公共建築工事共通費積算基準 …平成２８年１２月２０日付 

③ 公共建築工事標準単価積算基準 …令和３年３月２５日付 

④ 公共建築数量積算基準 …平成２９年３月１７日付 

⑤ 公共建築設備数量積算基準 …平成２９年３月１７日付 

⑥ 公共建築工事積算研究会参考歩掛り等 …令和３年 

※積算基準の解説資料である『平成３１年基準 公共建築工事積算基準の解説』に記載のない「公共

建築工事積算基準等資料」は、原則、適用しない。 

 

【 本基準は、令和 5 年 5 月 22 日から適用する。 】 

 

2 単価及び価格 

単価及び価格の算定に係る材料単価、複合単価、市場単価及び前述以外の単価について次のとおり

定める。なお、採用した刊行物、見積り等に関する情報は、小田原市役所 4 階の行政情報センターに設置

する。 

 

（１） 単価及び価格の改定 

単価及び価格は、通年のものとし、下記のとおり採用する。ただし、建築工事における主要資材で

ある杭、鉄筋、コンクリート及び鉄骨等は、直近価格を採用する。 

また、資材価格及び労務者賃金が著しく変動した場合は、必要に応じて単価及び価格の改定を行

う。 

① 建設物価・積算資料の４月号 

② 建築施工単価・建築コスト情報の春号（４月号） 

③ 見積り徴収単価（年度単価用に徴収） 

④ 定価表（４月時点での最新版カタログ等） 

 

（２） 複合単価 

① 材料単価 

材料単価は、2（1）①の掲載価格の平均値を採用する。 
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② 労務単価 

労務単価は、神奈川県県土整備局が公表している公共工事設計労務単価表とする。採用する

単価表については、令和５年４月とする。なお交通誘導警備員単価については、神奈川県県土整

備局建築工事設計労務単価表（交通誘導警備員単価）（令和５年４月版）とする。 

③ 機械器具費 

機械損料は、（一社）日本建設機械施工協会から刊行されている「建設機械等損料表」 （令和

４年度版）を標準とする。「建設機械等損料表」の取り扱いは、別紙 1 による。 

④ 軽油の価格 

土工事において掘削等のために使用される建設機械（ブルドーザー、トラクターショベル、パワ

ーショベル、バックホウ、ドラグライン、クラムシェル等。）の軽油の価格は、軽油引取税を除いた価

格を計上する。 

 

（３） 市場単価 

① 市場単価 

市場単価は、2（1）②の掲載価格の平均値を採用する。 

② 補正市場単価 

掲載条件が一部異なる場合の単価については、類似の市場単価を適切に補正して算出する

（以下 「補正市場単価」という。）。補正市場単価の算出方法は、別紙 2 による。 

 

（４） 前述(2)、(3)以外 

前述(2)、(3)の単価により難いものは、原則、三社以上の見積価格を参考に、十分検討のうえ設計

単価とする。 

 

（５） 「その他」の率 

「その他」の率は、下限値とする。 

 

（６） 改修工事の積算上の分類 

全館無人改修、執務並行改修の適用区分は、設計書の工事概要欄に明示する。それぞれの算出

方法は、別紙 3 による。 

 

（７） 墜落制止用器具費 

墜落制止用器具費(フルハーネス型)の使用は、工事概要説明事項書に明示する。算出方法は別

紙４による。 

 

3 共通費 

（１） 共通費の算定について 

①  積み上げにより算定されない共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の各種率の算定は、

別紙 5 による。ただし、見積りを参考に算定した場合はこの限りではない 

②  共通仮設費率及び現場管理費率の算定に用いるＴ（工期）は、工事概要説明事項書に明示す

るものとする。 

この値は、工期の始期から工期末までの日数を30日/月にて除し、小数点以下第2位を四捨五
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入して 1 位止めとし、算出する。ただし、未着手である準備期間（施設使用及び機械製作による準

備期間等）がある場合は、工期より当該期間を除くものとする。 

 

（２） 共通費算定に関する留意事項 

鉄骨工事、その他工事、リース料等及び発生材処分費の適用について、小田原市が同等として積

算するものは、本区分を適用し、設計書の備考欄に明記する。 

また、その他工事と同等と扱った場合、専門業者から諸経費について別途見積りを採取し、共通費

算定の際のその他工事として直接工事費に計上するものとする。 

（３）  建築工事と電気設備工事、機械設備工事等のいずれかを一括して発注する際に、主たる工事の定

めにより共通費を算定する場合は、工事概要説明事項書に明示するものとする。 

（４）  労務費が著しく少ない工事として、共通費を算定する場合は、工事概要説明事項書に明示するも

のとする。  

（５） 現場従業員及び現場雇用労働者の墜落制止用器具費の補正は別紙 6 による。 

（６） 前払金支出割合による一般管理費等の補正は行わないものとする。 

（７） 土砂検定項目については、別紙 7 による。 

 

4 端数処理 

（１） 単価等作成時の端数処理については以下による。端数処理の例は別紙 8 による。 

① 標準単価、代価表 

ア 代価表で使用する場合 

内容 単価 金額 

標準単価 

代価表 
 

小数点以下第 2 位 

（第 3 位切り捨て） 

イ 別紙明細、細目別内訳で使用する場合 

内容 単価 金額 

標準単価 

代価表 
 

10 万円以上 

1 万円以上 

10 円以上 

1 円以上 

円未満 

  1,000 円止め 

100 円止め 

   10 円止め 

  1 円止め 

切捨てしない 

② 内訳書 

ア 工事種別内訳 

※なお、共通費の算定に用いる直接工事費については、細目別内訳の各金額による。 

内容 単価 金額 

種目別内訳  

100 万円以上 

10 万円以上 

1 万円以上

10 円以上 

1 円以上 

  10,000 円止め 

1,000 円止め 

100 円止め 

10 円止め 

  1 円止め 

イ 種目別内訳 

内容 単価 金額 

科目別内訳  

100 万円以上 

10 万円以上 

1 万円以上

10 円以上 

1 円以上 

  10,000 円止め 

1,000 円止め 

100 円止め 

10 円止め 

  1 円止め 
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ウ 科目別内訳 

 

内容 単価 金額 

中科目別内訳  円止め 

エ 中科目別内訳 

内容 単価 金額 

細目別内訳  円止め 

オ 細目別内訳 

内容 単価 金額 

別紙明細  

100 万円以上 

10 万円以上 

1 万円以上

10 円以上 

1 円以上 

  10,000 円止め 

1,000 円止め 

100 円止め 

10 円止め 

  1 円止め 

代価表 

標準単価 
端数処理 ①．イ による 円止め 

横計算  円止め 

カ 別紙明細 

内容 単価 金額 

代価表 

標準単価 
端数処理 ①．イ による 円止め 

横計算  円止め 

③ 2（2）①及び 2（3）①における端数処理は以下による。 

ア  どちらか一方にしか掲載がない場合、比較する掲載価格が同一価格の場合及び適用都市の

優先順位が高い方の価格を採用する場合は、端数処理を行わない。適用都市の優先順位は次

のとおりとする。解説は別紙 9 による。 

【 小田原 ⇒ 横浜 ⇒ 関東・全国 ⇒ 東京 】 

イ  平均値を採用する場合の端数処理は、100,000 円以上は 1,000 円未満切り捨て、100,000 円未

満は有効上位 3 桁とし、次の位を切り捨てる。ただし、平均値を採用した結果、小数点以下第 3

位以降がある場合は小数点以下第 2 位とし次の位を切り捨てる。 

ウ  物価資料掲載価格を単位変換する必要がある場合は、単位変換後の価格を用いて平均処理

を行う。単位変換する際の端数処理は、有効上位 3 桁とし次の位を切り捨てる。また、小数点以

下第 3 位以降がある場合は小数点以下第 2 位とし次の位を切り捨てる。 

（２） 工事価格計のまるめ処理については以下による。 

① 工事価格計は、１万円止めとする。 

なお、まるめ処理は工事価格において行う。 
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「建設機械等損料表」の取り扱いについて 

 

 

1 「建設機械等損料表」における留意点 

 

建設機械等損料表に「第 1次基準値」・「第 2次基準値」が記載されている場合については「第

2次基準値」を、また、「第 1次基準値」・「第 2次基準値」・「第 3次基準値」が記載されている場

合についても「第 2次基準値」を採用としています。 
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補正市場単価の算出方法 

 

 

1 補正市場単価作成上の留意点 

歩掛りによって、補正市場単価を作成する場合は次のことに留意する。 

 

(1) 資材単価及び価格 

小田原市 公共建築工事 積算基準の定めによる資材単価及び価格を使用する。 

 

(2) 労務単価 

東京の労務単価を採用する。 

 

 

2 補正市場単価の算出方法は、次式による。 

 

補正市場単価 A’ ＝ 市場単価 A × 算定式 

 

  算定式＝ａ‘ ÷ ａ 

    ａ‘＝補正市場単価Ａ’の細目工種に対応する歩掛りによる複合単価 

    ａ ＝市場単価Ａの細目工種に対応する歩掛りによる複合単価 

  注）算定式の値は、小数点以下第３位を四捨五入して小数点以下第２位とする。 
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改修単価の算出方法 

 

 

1 改修工事の積算に用いる単価の種類 

全館無人改修の場合は基準単価とし、執務並行改修の場合は表 A-1、表 E-1及び表 M-1により、

基準単価又は基準補正単価とすることを標準とする。なお、基準単価又は基準補正単価は次によ

る。（表-1） 

 

〇基準単価 

本基準に定められた標準歩掛りによる複合単価並びに市場単価及び補正市場単価のほか、参考

歩掛り等による複合単価 

〇基準補正単価 

標準歩掛りによる複合単価について、建築工事の場合は労務所要量の 15％増し、電気設備工事

及び機械設備工事は労務所要量の 20％増しを標準とする。また、市場単価及び補正市場単価にお

いては、表 A-1、表 E-1及び表 M-1による改修補正率を標準として算定する。 

 

表-1 改修工事の積算に用いる単価の適用 
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 表 A-1 執務並行改修の場合の単価適用区分（建築工事） 
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表 E-1 執務並行改修の単価の適用（電気設備工事） 
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小田原市－別紙 3－Ｐ4 

 

表 M-1 執務並行改修の場合の単価適用区分（機械設備工事） 
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墜落制止用器具費の算出方法 

 

 

 

１ 現場労働者用の墜落制止用器具費の取り扱い 

（１） 墜落制止用器具（フルハーネス型）の使用が、工事概要説明事項書に明示された場合は、現行の

安全帯(胴ベルト型)及び助成金を差し引いた月額損料（差額）で必要な費用を算定する。また、

月額損料の月数区分は６か月ごととし、建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設

備工事並びに新営工事及び改修工事で区分する。なお、各区分の月額損料の算定は次による。

（表-1） 

 

（２） 建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備工事ごとの直接仮設工事又は主な科目

にて墜落制止用器具費とし別紙明細として計上する。 

 

（３） 新営工事と改修工事を一括で発注する場合は、新営工事又は改修工事のうち主な工事で算定し、

主な工事に計上する。 

 

（４） 算定に用いる月数区分の目安は、Ｔ（工期）が該当する月数区分による。 

（算定方法）  

墜落制止用器具費＝墜落制止用器具費月額損料（差額分）×月数区分（表 1）  
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表 1 墜落制止用器具費の算定区分表 

工種区分 
墜落制止用器具費月額

損料(差額分)※ 

月数区分 

6 か

月ま

で 

12 か

月ま

で 

18 か

月ま

で 

24 か

月ま

で 

30 か

月ま

で 

30 か

月越

え 

建築工事 新営工事 6,000 円/月 

6  

(か

月) 

12  

(か

月) 

18  

(か

月) 

24  

(か

月) 

30  

(か

月) 

36  

(か

月) 

改修工事 3,600 円/月 

電気設備工事 新営工事 3,600 円/月 

改修工事 2,400 円/月 

機械設備工事 新営工事 3,600 円/月 

改修工事 2,400 円/月 

昇降機設備工事 1,200 円/月 6(か月) 

※墜落制止用器具費月額損料(差額分)＝1人当たりの墜落制止用器具費月額損料(差額分)×現場労働

者の同時施工人員想定(表 1-1) 

 

表 1-1 現場労働者の同時施工人員想定表※ 

工事区分 建築工事 電気設備工事 機械設備工事 昇降機設備工事 

新営工事 10人/日 6人/日 6人/日 2人日/日 

 
改修工事 6人/日 4人/日 4人/日 

※その現場の高所作業を行う現場労働者(下請け作業員)が墜落制止用器具(ﾌﾙﾊｰﾈｽ型)をつけると想定。 

 

 

1人当たりの墜落制止用器具費月額損料(差額分) 

600円/人・月＝(墜落制止用器具費(ﾌﾙﾊｰﾈｽ型)-現行の安全帯(胴ﾍﾞﾙﾄ型)/36か月(耐用年数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

直接工事費

上限

共通仮設費率

下限

算定式

　　Ｋｒ ＝ ７．５６ × Ｐ －０．１１０５ × Ｔ ０．２３８９

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　とし、１千万円以下の場合は、１千万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

直接工事費

上限

共通仮設費率

下限

算定式

　　Ｋｒ ＝ １８．０３ × Ｐ －０．２０２７ × Ｔ ０．４０１７

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　とし、５百万円以下の場合は、５百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

公共建築工事共通費積算基準　（国土交通省大臣官房官庁営繕部）

３．２５％ ４．３４ × Ｐ －０．０３１３

　別表－２　共通仮設費率　（改修建築工事）

５百万円以下 ５百万円を超える

共通仮設費率算定式により算定された率

３．５９％ 　６．９４ × Ｐ －０．０７７４

６．０７％ １１．７４ × Ｐ －０．０７７４

共通仮設費率算定式により算定された率

　別表－１　共通仮設費率　（新営建築工事）

４．３３％ ５．７８ × Ｐ －０．０３１３

１千万円以下 １千万円を超える

小田原市－別紙 5－Ｐ1 
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各種率の算出方法 
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純工事費

上限

現場管理費率

下限

算定式

　　Ｊｏ ＝ １５１．０８ × Ｎｐ －０．３３９６ × Ｔ ０．５８６０

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　とし、１千万円以下の場合は、１千万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

純工事費

上限

現場管理費率

下限

算定式

　　Ｊｏ ＝ ３５６．２０ ×Ｎｐ －０．４０８５ × Ｔ ０．５７６６

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　とし、５百万円以下の場合は、５百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

工事原価

一般管理費等率

算定式

　　Ｇｐ ＝ ２８．９７８ － ３．１７３ × ｌｏｇ （ Ｃｐ ）

ただし Ｇｐ　：　 一般管理費等率　（％）

Ｃｐ　：　 工事原価　（千円）

　注１．Ｇｐ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

　別表－８　現場管理費率　（新営建築工事）

１千万円以下 １千万円を超える

２０．１３％ ７５．９７ ×Ｎｐ －０．１４４２

現場管理費率算定式により算定された率

１０．０１％ ３７．７６ × Ｎｐ －０．１４４２

１７．２４％

３０億円を超える

８．４３％

５百万円を超え３０億円以下

一般管理費等率算定式により算定された率

５百万円以下

　別表－１５　一般管理費等率　（建築工事）

５百万円を超える

２６．８６％ １８４．５８ × Ｎｐ －０．２２６３

現場管理費率算定式により算定された率

１２．７０％ 　８７．２９ × Ｎｐ －０．２２６３

　別表－９　現場管理費率　（改修建築工事）

５百万円以下

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

直接工事費

上限

共通仮設費率

下限

算定式

　　Ｋｒ ＝ ２２．８９ × Ｐ －０．２４６２ × Ｔ ０．４１００

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　とし、５百万円以下の場合は、５百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

直接工事費

上限

共通仮設費率

下限

算定式

　　Ｋｒ ＝ １０．１５ × Ｐ －０．２４６２ × Ｔ ０．６９２９

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　とし、３百万円以下の場合は、３百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

公共建築工事共通費積算基準　（国土交通省大臣官房官庁営繕部）

共通仮設費率算定式により算定された率

１．９１％ 　３．１０ × Ｐ －０．０６０８

３．９０％ ９．０８ × Ｐ －０．０９９２

　別表－４　共通仮設費率　（改修電気設備工事）

３百万円以下 ３百万円を超える

５．２１％ ８．４７ × Ｐ －０．０６０８

共通仮設費率算定式により算定された率

　別表－３　共通仮設費率　（新営電気設備工事）

５百万円以下 ５百万円を超える

７．１９％ １６．７３ × Ｐ －０．０９９２

小田原市－別紙 5－Ｐ3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 小田原市－別紙 5－Ｐ4 

純工事費

上限

現場管理費率

下限

算定式

　　Ｊｏ ＝ ３５１．４８ × Ｎｐ －０．３５２８ × Ｔ ０．３５２４

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　とし、５百万円以下の場合は、５百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

純工事費

上限

現場管理費率

下限

算定式

　　Ｊｏ ＝ ６５８．４２ ×Ｎｐ －０．４８９６ × Ｔ ０．７２４７

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　とし、３百万円以下の場合は、３百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

工事原価

一般管理費等率

算定式

　　Ｇｐ ＝ ２９．１０２ － ３．３４０ × ｌｏｇ （ Ｃｐ ）

ただし Ｇｐ　：　 一般管理費等率　（％）

Ｃｐ　：　 工事原価　（千円）

　注１．Ｇｐ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

５百万円を超える

１７．４９％ 一般管理費等率算定式により算定された率 ８．０６％

３百万円以下 ３百万円を超える

５０．３７％ ５３０．６８ × Ｎｐ －０．２９４１

現場管理費率算定式により算定された率

１７．６７％ １８６．１８ × Ｎｐ －０．２９４１

　別表－１６　一般管理費等率　（電気設備工事）

３百万円以下 ３百万円を超え２０億円以下 ２０億円を超える

３８．６０％ ２６３．０３ ×Ｎｐ －０．２２５３

現場管理費率算定式により算定された率

２２．９１％ １５６．０７ ×Ｎｐ －０．２２５３

　別表－１１　現場管理費率　（改修電気設備工事）

　別表－１０　現場管理費率　（新営電気設備工事）

５百万円以下

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

直接工事費

上限

共通仮設費率

下限

算定式

　　Ｋｒ ＝ １２．１５ × Ｐ －０．１１８６ × Ｔ ０．０８８２

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　とし、５百万円以下の場合は、５百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

直接工事費

上限

共通仮設費率

下限

算定式

　　Ｋｒ ＝ １２．２１ × Ｐ －０．２５９６ × Ｔ ０．６８７４

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　とし、３百万円以下の場合は、３百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

共通仮設費率算定式により算定された率

４．８６％ １０．９４ × Ｐ －０．０９５２

　別表－６　共通仮設費率　（改修機械設備工事）

３百万円以下 ３百万円を超える

４．９６％ ７．０２ × Ｐ －０．０４３３

共通仮設費率算定式により算定された率

１．７３％ ２．４４ × Ｐ －０．０４３３

公共建築工事共通費積算基準　（国土交通省大臣官房官庁営繕部）

　別表－５　共通仮設費率　（新営機械設備工事）

５百万円以下 ５百万円を超える

５．５１％ １２．４０ × Ｐ －０．０９５２
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純工事費

上限

現場管理費率

下限

算定式

　　Ｊｏ ＝ １５２．７２ × Ｎｐ －０．３０８５ × Ｔ ０．４２２２

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　とし、５百万円以下の場合は、５百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

純工事費

上限

現場管理費率

下限

算定式

　　Ｊｏ ＝ ８２５．８５ ×Ｎｐ －０．５１２２ × Ｔ ０．６６４８

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　とし、３百万円以下の場合は、３百万円として扱う

Ｔ 　：　 工期　（か月）

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

工事原価

一般管理費等率

算定式

　　Ｇｐ ＝ ２７．２８３ － ３．０４９ × ｌｏｇ （ Ｃｐ ）

ただし Ｇｐ　：　 一般管理費等率　（％）

Ｃｐ　：　 工事原価　（千円）

　注１．Ｇｐ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

　別表－１２　現場管理費率　（新営機械設備工事）

現場管理費率算定式により算定された率

５百万円以下 ５百万円を超える

３１．２３％ １６５．２２ ×Ｎｐ －０．１９５６

現場管理費率算定式により算定された率

１７．１４％ ９０．６７ ×Ｎｐ －０．１９５６

　別表－１３　現場管理費率　（改修機械設備工事）

３百万円以下 ３百万円を超える

４２．０７％ ４６７．９５ × Ｎｐ －０．３００９

１６．６８％ 一般管理費等率算定式により算定された率 ８．０７％

１５．２５％ １６９．６５ × Ｎｐ －０．３００９

　別表－１７　一般管理費等率　（機械設備工事）

３百万円以下 ３百万円を超え２０億円以下 ２０億円を超える
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直接工事費

共通仮設費率

算定式

　　Ｋｒ ＝ ７．８９ × Ｐ －０．１０２１

ただし Ｋｒ　：　 共通仮設費率　（％）

Ｐ 　：　 直接工事費　（千円）　

　注１．本表の共通仮設費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｋｒ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

純工事費

現場管理費率

算定式

　　Ｊｏ ＝ １５．１０ ×Ｎｐ －０．１４４９

ただし Ｊｏ　：　 現場管理費率　（％）

Ｎｐ　：　 純工事費　（千円）　

　注１．本表の現場管理費率は、施工場所が一般的な市街地の比率である。

　注２．Ｊｏ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

工事原価

一般管理費等率

算定式

　　Ｇｐ ＝ ２７．２８３ － ３．０４９ × ｌｏｇ （ Ｃｐ ）

ただし Ｇｐ　：　 一般管理費等率　（％）

Ｃｐ　：　 工事原価　（千円）

　注１．Ｇｐ の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

３．０８％ 共通仮設費率算定式により算定された率 ２．０７％

公共建築工事共通費積算基準　（国土交通省大臣官房官庁営繕部）

　別表－７　共通仮設費率　（昇降機設備工事）

１千万円以下 １千万円を超え５億円以下 ５億円を超える

１６．６８％ 一般管理費等率算定式により算定された率 ８．０７％

　別表－１４　現場管理費率　（昇降機設備工事）

１千万円以下 １千万円を超え５億円以下 ５億円を超える

３．９８％ 現場管理費率算定式により算定された率 ２．２６％

　別表－１７　一般管理費等率　（昇降機設備工事）

３百万円以下 ３百万円を超え２０億円以下 ２０億円を超える
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  別紙 6  

 

 

現場従業員及び現場雇用労働者の墜落制止用器具費の補正 

建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び昇降設備工事において、現場従業員及び現場雇用労働者

の墜落制止用器具費（フルハーネス型）の補正を行う場合は、一般工事の現場管理費率に1.01を乗じる。  

なお、鉄骨工事の補正を行う場合は、1.01の補正に1.0を乗じる。  

（算定方法）  

・一般工事の場合  

純工事費（一般工事）×現場管理費率×補正（1.01）  

・鉄骨工事の場合  

純工事費（鉄骨工事等）×現場管理費率 ×補正（1.01）×1.0 
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端数処理の例 

工事費内訳        

          

名          称 数  量 単位 金     額 備   考 

直接工事費        

                          

                        

○○工事     

 1      2,151,000  

   式   

計         

      2,151,000   

          

 

工事種別内訳        

直接工事費         

名          称 数  量 単位 金     額 備   考 

○○工事            

                 1      1,830,000   

                   式     

△△工事            

                 1      321,000  

                   式    

       計     

   2,151,000  

     

 

○○工事 種目別内訳        

          

名          称 数  量 単位 金     額 備   考 

庁舎(改修)             

                 1      1,780,000   

                   式     

倉庫(新営)     

 1      55,500  

  式   

計         

      1,835,500   
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○○工事 科目別内訳        

庁舎(改修) 

名    称 数 量 単位 金     額 備   考 

直接仮設        

                 1      1,500,000   

                   式    

解体工事        

                 1      281,587   

                   式     

計         

      1,781,587   

          

 

 

○○工事 中科目別内訳        

庁舎(改修) 

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単位 金    額 備   考 

解体工事 北棟        

                                  1      281,587   

                                    式     

計           

        281,587   

            

 

 

○○工事 細目別内訳          

庁舎(改修) 解体工事 北棟 

名   称 摘    要 数 量 単位 単  価 金    額 備   考 

◎◎設置費 材工共      

  150 ｍ 1,400 210,000  

       

××材料       

  212.5 ｍ 7 1,487  

       

▲▲費                                                代価表 0011 

                                                  1    個  70,100 70,100  

                                                          

計             

          281,587   
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代価表                 

  

名 称 摘 要 単位 数 量 乗率 単  価 金  額 経費 備   考 

▲▲費                                                    代価表 0011 

                                                    1.00     70,100     

                                                  個             

普通作業員                                       2.5511    19,500  49,746.45  有り   

                                                  人             

                                                        

その他                                    1    0.16 7,959.43      

                                                  式             

                                                        

※※費        代価表 0099 

  個 １  12,465.88 12,465.88   

     

計 

70,171.76 

    

      

      

 

 

代価表                 

  

名 称 摘 要 単位 数 量 乗率 単  価 金  額 経費 備   考 

※※費                                                    代価表 0099 

                                                    1.00     12,400     

                                                  個             

普通作業員                                       0.5511    19,500  10,746.45  有り   

                                                  人             

                                                        

その他                                    1    0.16 1,719.43      

                                                  式             

                                                        

計 

12,465.88 
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【 共通費 算定 の 例 】 

 

工事費内訳        

          

名          称 数  量 単位 金     額 備   考 

直接工事費        

                         

                        

○○工事         

  1    2,151,000   

     式     

計     

   2,151,000  

     

共通費     

     

     

 

工事種別内訳 
       

直接工事費          

名          称 数  量 単位 金     額 備   考 

○○工事            

                 1      1,830,000   

                   式     

△△工事            

                 1      321,000   

                   式     

計         

      2,151,000   

          

     

 

○○工事 種目別内訳 
       

          

名          称 数  量 単位 金     額 備   考 

庁舎(改修)            

                 1      1,780,000   

                   式     

倉庫(新営)        

                 1      55,500   

                   式     

計         

      1,835,500   

          

     

 

 

 

 

共通仮設費以下、行省略 

共通費の算定には、使用しない 

 

100 万円以上 

10,000 円止め 

(4 端数処理,②,イ) 

 

100 万円以上 

10,000 円止め 

(4 端数処理,②,ア) 

 

10 万円以上 

1,000 円止め 

(4 端数処理,②,ア) 

 



 

 

○○工事 科目別内訳 
       

庁舎(改修)   

名    称 数 量 単位 金     額 備   考 

直接仮設        

                 1      1,500,000   

                   式    

解体工事     

 1      281,587  

   式   

計         

      1,781,567   

          

     

     

○○工事 中科目別内訳        

庁舎(改修) 

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単位 金   額 備   考 

解体工事 北棟        

                                  1      281,587   

                                    式     

計           

        281,587   
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○○工事 細目別内訳          

庁舎(改修) 解体工事 北棟 

名   称 摘   要 数 量 単位 単  価 金   額 備   考 

◎◎設置費 材工共     別紙明細 00-0001 

  150 ｍ 140 21,000  

       

××材料       

  212.5 ｍ 7 1,487  

       

▲▲費                                                代価表 0001 

                                                  1      70,100 70,100  

                                                    個      

AAA 工事       

  1  50,000 50,000 その他工事 

   式    

BBB 鉄鋼       

  600 m 15 9,000 鉄骨工事 

       

CC 処分材       

処分費  5 ㎥ 15,000 75,000 処分費 

       

CC 処分材       

運搬費  1 日 55,000 55,000  

       

       

       

       

計             

          281,587   

              

 

                       改修工事の金額 

 

 
【注意事項】 

共通費の算定に用いる直接工事費 P について

は、細目別内訳の各金額による。 

 

一般工事 

   147,587 

鉄骨工事 

    9,000 

その他工事 

50,000 

処分費 

     75,000 

計 

    281,587 

P ※端数処理については、別紙 5 参照。 
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 別紙 9  

 

 

適用都市の優先順位の解説 

 

 

1 適用都市の優先順位の適用例は次のとおりとする。 

 

例１．平均値の 950を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

小田原 900 小田原 1,000 

        

例 2．建設物価の 1,200を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

小田原 1,200 関東 1,000 

        

例 3．平均値の 1,250を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

全国 1,000 関東 1,500 

       

例 4．建設物価の 1,200を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

横浜 1,200 関東 1,500 

 

例 5．積算資料の 1,000を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

全国 1,200 横浜 1,000 

 

例 6．建設物価の 1,200を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

全国 1,200 東京 1,000 

   

例 7．建設物価の 1,200を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

横浜 1,200 全国 1,300 
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例 8．建設物価の 1,500を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

横浜 1,500 東京 1,300 

例 9．建設物価の 1,500を採用する。 

建設物価 単 価 積算資料 単 価 

全国 1,500 掲載なし － 
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